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 新たなイノベーションを促進するためには、世界トップクラスの研究者などの卓越した⼈材
が、⼤学や公的研究機関、企業などの複数の機関で活躍することが重要。

 そこで、経済産業省と⽂部科学省が共同で、研究者が、医療保険・年⾦や退職⾦等
の⾯で不利益を被ることなく、⽇本国内の複数の機関に雇⽤され、それぞれの機関に
おける役割に応じて研究・開発及び教育に従事することを可能とするための具体的⽅
法を「クロスアポイントメント制度の基本的枠組と留意点」としてとりまとめ、公表。（平成
26年12⽉26⽇）

 経済産業省から所管研究開発法⼈・産業界等に、⽂部科学省から国⽴⼤学法⼈等
に対し通知し本件を周知。
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クロスアポイントメント制度の現状
現状としては、特に⼤学→企業（⼤学研究者のクロアポ）における研究⼈材の循環、流動性は低いレベル。
その要因として、⼤学研究者がクロアポを⾏うためのインセンティブに乏しい（給与が上がらない等）との課題が指

摘されている。
他⽅、研究者の給与を増加させるクロアポについては、⼤学、企業共に実務的な事務・調整ノウハウが確⽴されて

いない（制度的論点は「基本的枠組と留意点」で整理済み）。

研究⼈材の循環、流動性 クロスアポイントメント制度の導⼊機関数

クロスアポイントメント適⽤実績

2017年度末研究者数︓866,950⼈

（出典）⽂部科学省 「⼤学等における産学連携等実施状況について」（2021年1⽉29⽇）

（出典）総務省科学技術研究調査を基に経済産業省作成。
（注１）平成28年度、29年度調査における「会社」を「企業」とみなして作成した。
（注２）転⼊・転出者数の集計に基づく各組織の研究者数の増減は、各組織の年度末研究者

数の⽐較に基づく研究者数の増減とは⼀致しない。
（注３）図中の数値のうち円内は各セクターの年度末研究者数、⽮印は各セクター間の研究者

の移動（単位︓⼈）。
2（出典）⽂部科学省 「⼤学等における産学連携等実施状況について」（2021年1⽉29⽇）

区分 国 ⽴
⼤学等

公 ⽴
⼤学等

私 ⽴
⼤学等 合計 対前年度

増減数（増減率）
平成

29年度 70 6 23 99 21(26.9%)

平成
30年度 81 10 33 124 25(25.3%)

令和
元年度 132 15 40 187 63(50.8%)

他機関から⼤学等への移動 ⼤学等から他機関への移動

平成
29年度

企業 → ⼤学等 51⼈
企業以外 → ⼤学等 194⼈

⼤学等 → 企業 7⼈
⼤学等 → 企業以外 221⼈

平成
30年度

企業 → ⼤学等 81⼈
企業以外 → ⼤学等 294⼈

⼤学等 → 企業 17⼈
⼤学等 → 企業以外 265⼈

令和
元年度

企業 → ⼤学等 137⼈
企業以外 → ⼤学等 342⼈

⼤学等 → 企業 26⼈
⼤学等 → 企業以外 267⼈
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クロスアポイントメント制度の基本的枠組みと留意点（追補版）の策定

 2019年度経済産業省において「クロスアポイントメント制度に関する法・契約の検討委員会」を
設置し、研究者へのインセンティブ（給与増加）が付与されるクロスアポイントメントのモデルを前
提として、これを実現するための実務（エフォート管理、給与、社会保険の取扱い、⼈事評価の
⼿法など）を整理し、「クロスアポイントメント制度の基本的枠組みと留意点」の追補版として
2020年6⽉26⽇に取りまとめた。

 追補版記載のメリットやスキーム事例等を他省庁と連携してキャラバン等を実施する。

研究者へのインセンティブが付与されるクロスアポイントメント

基本給与額に対するインセンティブ設計

（⼤学から企業へのクロスアポイントメントの場合）

活⽤前

活⽤後

⼤学からの給与
（エフォート100％）

⼤学からの給与
（エフォートA％）

企業からの給与
（エフォートB％）

エフォート︓A+B＝100％
⾦銭的

インセンティブ

※給与の上乗せの⼀例

① 研究者等への給与額のインセンティブ
クロスアポイントメントにおいて出向先で実施する業務内容等を査定した結果、出向元機関
の基本給与額を上回った場合に、差分を⼿当等で研究者等のインセンティブとして⽀給する
ことが推奨される。
② 研究者等の従事⽐率（エフォート）に応じた業務の調整
クロスアポイントメントをする研究者等の従事⽐率（エフォート）は、組織間協定で決めること
ができるものであり、クロスアポイントメントの実施にあたっては、エフォートに応じて、出向先の
企業において増えた業務量に対して、出向元の⼤学の業務量を調整されるものであるが、研
究のみならず、教育、⼤学運営等に係る業務も鑑みた上で軽減することが推奨される。
③ 研究者等のクロスアポイントメントの実績の評価
所属機関の⼈事評価制度等を活⽤して、研究者等のクロスアポイントメントに係る業務も含
めて評価することが推奨している。

【クロスアポイントメント制度】
２つ以上の機関に⾝分を置きながら、それぞれの機関における役割に応じて優秀な専⾨⼈材が研究・開発及び教育に従事することを可能にする制度
であり、これらの⼈材の流動化が促進され、イノベーションが絶えず⽣み出される好循環につながる社会づくりを進めていくことが期待される。
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⼈材の最⼤活⽤に向けた取組強化
- 兼業・クロスアポイントメントの推進 -

 多くの⼤学において、⼤学組織からの許可があれば、⼤学等の研究者が産学連携による共同研
究や技術顧問等の形で企業へのアドバイスを⾏うに当たって、兼業という形で⾏われることが⼀般
的である。企業においても、近年ガイドライン等が整備され各企業の規程等の整備が進み始めて
いる。

 クロスアポイントメント制度の推進にあたっては、本⼈へのインセンティブを配慮した制度設計と、組
織間の調整に必要となる煩雑な⼿続きを解消するための⼿順等の⾒える化が必要である。2020
年6⽉に取りまとめた「クロスアポイントメント制度の基本的枠組みと留意点」追補版記載の調整ポ
イントやメリット、スキーム事例等の活⽤を、他省庁と連携してキャラバン等で周知する。

特 徴 ⼤学等 研究者 企業

兼業
相⼿先の業務を⼤学の
本務外業務（本務に
影響を与えない前提）
として、個⼈で実施

○ 審査⼿続きは⽐較的簡便
× ⼤学のマネジメントがむずかしく、
相対的にリスクが⾼い

× 組織が関与する⼿段としてなじま
ない

○ 申請⼿続きが⽐較的簡便
× ⼤学の組織的サポートを得られ
ない

× 原則⼤学の施設等が利⽤不可

○ 委嘱等⼿続きが⽐較的簡便
× 業務に⽀障の無い範囲でしか関
与を得られない

× 原則⼤学の施設等が利⽤不可

クロス
アポイント

メント

組織間の協定書・契約
書で合意・サポートの下
で、相⼿先の業務を本
務として実施

○ ⼤学による組織的・継続的なマネ
ジメントが⽐較的容易

〇 企業等による⼈件費の⼀部負担
による経費節減・流⽤も可能

× 組織間の協定書等の調整⼿続き
が⽐較的複雑

○ 代替教員の措置や事務的負担
の軽減など、⼤学の組織的サ
ポートを得やすい

〇 協定・契約により、相⼿先企業
の業務においても⼤学の施設等
を利⽤可能

× 様々な負担が増える場合もある

○ 協定書等で関与エフォート、業務
内容等を合意

○ 協定・契約により、施設等を利⽤
可能とする等、⼤学の関与を得ら
れやすい

× 組織間の協定書等の調整⼿続き
が⽐較的複雑

「⼤学→企業」移動に関する制度の特徴と⽐較

平成30年1⽉、「副業・兼業の促進に関するガイドライン」（厚⽣労働省）が公開され、モデル就業規則が整備された。また、労働時間管理の在り⽅については、令和元年8⽉に「副
業・兼業の場合の労働時間管理の在り⽅に関する検討会」報告書がとりまとめられるなど、近年、働き⽅改⾰の理念のもと、兼業等の在り⽅についての制度の明確化が⾏われている。
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事業化・実⽤化

官⺠による若⼿研究者発掘⽀援事業
 実⽤化に向けた⽬的指向型の創造的な研究を⾏う⼤学等に所属する若⼿研究者を発掘し、
若⼿研究者と企業との共同研究等の形成等を⽀援することで、次世代のイノベーションを担う
⼈材の育成、我が国における新産業の創出に貢献することを⽬指す。

 また採択に際し、「産学連携ガイドライン」の活⽤や⼤学等と企業双⽅への「産学連携の対応
窓⼝」の設置を求めていくことなどにより、企業と⼤学における産学連携機能の強化を図る。

実⽤化に向けた⽬的
指向型の創造的な基
礎〜応⽤研究を⾏う
若⼿研究者の研究
シーズ

産業競争⼒の根底
となる研究開発⼒
の向上ニーズ

研究開発型⺠間企業

⼤学等 ⺠間企業マッチングイベント＜若⼿研究者と企業が参加＞

⺠間企業のニーズに合わせた
研究シーズの課題克服を伴⾛
⽀援し、共同研究まで橋渡し

⼤学等の若⼿研究者★

⺠間企業⼤学等

NEDO*
￥

￥
共同研究等

マッチングサポートフェーズ

共同研究フェーズ

事業全体概念図

⺠間企業との共同研究等を
実施する若⼿研究者に
当該研究にかかる研究費を⽀援

共同研究等

2020年度はオンライン等を活⽤し、地域および全国区での開催を予定※

産学連携対応窓⼝ 産学連携対応窓⼝

マッチングサポート機関※による伴⾛⽀援

7

令和3年度予算案額21.2億円（令和2年度予算15.0億円）

※AMED事業では、「開発サポート」機関が医療機器分野に対してマッチングサポートフェーズ「研究開発サポートフェーズ」を⽀援
*NEDO事業では、医薬・創薬、医療機器分野以外を⽀援。エネルギー・環境分野は、「エネルギー・環境分野の官⺠による若⼿研究者発掘⽀援事業」予算で⽀援
★若⼿研究者︓事業の開始年度の4⽉1⽇時点において、博⼠号の学位を取得、⼜は⼤学等の博⼠後期課程に在籍している者で、かつ45歳未満の研究者（NEDO事業）等

⼤学等

NEDO*/AMED※

￥
⺠間企業

マッチング
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官⺠による若⼿研究者発掘⽀援事業におけるクロアポ制度の活⽤

【お問合せ先】
国⽴研究開発法⼈新エネルギー・産業技術総合開発機構
（NEDO）
イノベーション推進部
「官⺠による若⼿研究者発掘⽀援事業」担当 宛
E-mail ︓ wakate-1-yr@nedo.go.jp

https://www.nedo.go.jp/activities/ZZJP_100166.html

NEDO 若⼿ 公募 検索

公募要領及びFAQにおけるクロスアポイントメント制度活⽤に向けた記載

公募要領上の定義

審査基準

FAQでの想定


